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（１）帝国大学創立当初の大学制度
ａ、周知の如く明治2２（1889）年の大曰本帝国憲法には，その「第二章
臣民権利義務」（18-32条）中に，学問の自由，大学の自治，更には講学上
の教育の自由なるものを保障する規定はない。ひろく一般に保障されるいわ
ゆる言論の自由についても，「第29条曰本臣民ハ法律ノ範囲内二於テ言論
著作印行集会及結社ノ自由ヲ有ス」として，法律の留保つきの保障であった
に止まる。明治憲法の発布に先立って，明治1９（1886）年には森有礼文相の
下で，小学校を初めとする学校制度が整備され，その中に帝国大学も位置付
けられていた。帝国大学令（明治19年３月２曰勅令第３号）の１条には，
｢帝国大学ハ国家ノ須要二応スル学術技藝ヲ教授シ及其穂奥ヲ攻究スルヲ以
テ目的トス」と定められ，「国家」の下での学術技藝とされた。かくして，
当初からわが国における学問は，国家との関係が常に問われる位置に置かれ，
更には官立大学という天皇の官吏としての大学教授の法的位置付けの下，そ
の研究，研究内容，研究結果の発表の自由，教授の自由が，「国家」目的の
下で否定されてしまう危険性を抱えていたことになる。
以下では，国家あるいは政府と学問，大学との緊張関係について，前稿の
補遺として，明治20年代に遡って検討し，順次時々の大学人を巻き込んだ紛
争にふれて，当時の大学人がどのように時の政治権力と対時したか，資料を
紹介し検討する。
（２）
ｂ・前稿で依拠した松尾尊禿箸『滝Ⅱ|事件』は2005年１月に公刊されたの
であったが，同年末には立花隆著「天皇と東大一大曰本帝国の生と死一上，
（３）
下』が刊行されている。同書は同著者が雑誌『文藝春秋』に70回にわﾌﾟこって
連載したものをまとめた浩潮な書である。そのはしがきに，「おそらく曰本
人はいまこそ近代史を学び直すべきときなのである。曰本の教育制度の驚く
べき欠陥の為に，現代曰本人の大半が，近代史を知らないままに育ってきて
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しまっている。（換行）私にしても，いちおう人よりは歴史に通じているつ
もりだったが，これを書きながら，どれだけ自分が近現代史を知らなかった
かを思い知らされた。そして，近現代史を知らずに現代を語ることの危うさ
を思い知らされた。（換行）本書は，私以上に歴史を知らなすぎる世代に対
して，もう少し，現代曰本の成り立ちを知っておけよというメッセージをこ
めて書いた本である｡」とし，戦前と戦後のわが国の連続と断絶について，
｢現代曰本は，大曰本帝国の死の上に築かれた国家である。大曰本帝国と現
代日本の間はうとっくの昔に切れているようで，実はまだ無数の糸でつなが
っている。大曰本帝国の死体はとっくの昔に朽ちはて分解して士に返ってし
まったようで，実は，その相当部分が現代曰本の肉体の中に養分として再吸
収され，再び構成成分となってしまっている。あるいは分解もせずそのまま
残っていたりする。あるいはよみがえって今なお生きている部分すらある。
（４）
歴史はそう簡単に切れないのである｡」と述べている。
２００６（平成18）年８月１５曰の小泉純一郎首相の靖国神社参拝を頂点とする，
韓国，中国での嫌曰あるいは反曰感'清の高揚，これに対する国内での韓国，
中国に対するナショナリズムの高揚，ひいては同曰の加藤紘一衆院議員（元
自民党幹事長）の実家及び事務所への右翼（？）の放火事件の発生などにつ
いてみると，昨今のわが国の状況は，「昭和６年の満州事変勃発前後に起き
たような，社会が急速に右傾化して，過激なナショナリストが登場してくる
（５）
ようなことがまた起きるｶﾕもしれない」とまで言われるに至っている。であ
ればこそ，次期首相候補の自民党内での政権公約として，５年を目途とする
改憲の弁が語られるとき，護憲，改憲，創憲，論憲等のいずれを問わず，そ
の前提として戦前の大曰本帝国憲法下の戦争に至る当時の状況，背景，原因
等をおさらいし，その上で現憲法の持つ意義を明確に認識することが一層求
（い
められる。それ故に，本稿の１回目で述べた様に，現憲法23条の「学問の自
由は，これを保障する」との文言の背後にあるものを探ること，あるいは同
条のリーディングケースである東大ポポロ劇団事件最高裁判決が学問の自由
や大学の自治について理解していた内容について，再度，歴史に学んでその
４理解を深ｲﾋさせることＩこ意義があろう。
ｃ・昭和3７（1962）年５月25曰，東京，曰比谷公会堂で開かれた参院選の
遊説第一声で，当時の池田首相は「曰本の教育は数の点では世界一だといえ
る。しかし，質の点では問題があり，大学教育以下，教育が革命の手段に使
われていないだろうか。今後このような観点から，格段の措置をとらねばな
らない。…文相には大学の管理制度を再検討するように命じている｡」と演
説し，当時の荒木文相に大学管理制度の検討を命じた。この大学管理の問題
を検討するために，当時「朝曰ジャーナル」に９回にわたって連載されたも
のを編集したのが，田中耕太郎，末川博，我妻栄，大内兵衛，宮沢俊義によ
（７）
る『大学の自治』である。同書によると，家永三目B教授（故人，元東京教育
大学）の所有する文書の写しに，明治2２（1889）年４月ｌ曰付の「帝国大学
独立案私考」なるものがあり，全文28ケ条から成り，「帝国大学は，その性
質上，一個の独立体であるべきだとして，その目的や商議会，参事会（評議
（８）
会}こ当る)，分科大学長（学長)，教授，助教授などの権限や任免のこと」を
定めている，という。その署名は，外山正一，菊池大麓，矢田部良吉，大沢
謙二，穂積陳重，巖谷立太郎の６名から成り，これが第１次案とされ，その
後，同年５月の第３次案である「帝国大学組織案」に発展したと考えられて
いる。
この「帝国大学組織案」は，文部大臣榎本武場，東大総長渡邊洪基の時代
に，穂積八束，小金井良精，藤澤利喜太郎その他39名の教授が連署して，意
（９）
見書として文ﾎ目に提出された，という。全文27ケ条から成り，商議会，職員，
評議会，大学教授，帝国大学各部，並びに給料等に分類され，特に注目すべ
き項目として以下のものを含んでいた，という。すなわち，「帝国大学長は
大学教授全員の投票を以てこれを選挙し商議会の認定を経て総裁（勅選の皇
族）これを任ずること及びその任期はこれを三年とし，継選することを得る
こと」（８条)，「大学各部長は該部定員の教授中よりこれを互選し任期は１
年とし継選することを得ること」（18条)，「定員の教授の任免は該部教授会
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にこれを発議し評議会の議決により商議会の認定を経て総裁これを行うこ
と」（１９条）などであり，「意見書の緒言を見るにその根本精神は帝国大学を
政府部内より分離独立せしめ法律上の自治体とすることにあり，而してこの
論は当時の天下の世論の許す所となり政府部内にも既にその議ありしものの
（10）
女ﾛし゜」とされていた。
既に明治22年の段階で，大学を政府から分離独立させること，大学長や学
部長（ただし，学部は大正７年の大学令で定められており，それ以前の帝国
大学令では分科大学長である）の投票による選出，教授の任免についての発
議権を該部教授会に認めている点，実に驚きである。なお，独法化以前の制
度では，国立大学については評議会が設置されており，評議会については理
解できるものの，その上に更に商議会及び勅選の皇族による総裁が設置され
ていたのは何故であろうか。この点について，前述の第１次案「帝国大学独
立案私考」では「商議会は議長が総裁で，議員は枢密院議長，文部大臣，宮
内大臣，勅選議員三名，帝国大学副総裁，分科大学教授五名，博士もしくは
分科大学卒業生で構成され，大学を管督し，規則の創設改正，副総裁幹事お
よび教授の任免を認定するのがその職務権限となっていますので，おそらく
『組織案」もだいたいその線ではないか｣，されている。
そしてこの第１次案によると，「分科大学長（学長）は教授の互選，教授
は学長が指名し教授会の同意を得，参議会（評議会）の決議により商議会の
認定を経て総裁が任命するようになっていて，自治への関心が強」<，「大
学の管理を一般行政機構の外において，直接的なコントロールが及ばないよ
うにしようとした」もので，「商議会のメンバーが官僚的なことや皇族をい
ただくといっても，当時の考え方としては，むしろ大学の権威づけという意
（11）
味の方が強かった」と}旨摘されている。してみると，この時期以降に頻発す
る大学での教授に関わる事件や，学長の任命に関わる事件は，この当時の大
学の独立性を如何に侵し，否定して行くかの動きと見ることができるし，ま
た，戦後の再スタートでは，現憲法以降の学問の自由，大学の自治の理解に
ついては，結局の所，この線での再スタートであったということができる。
６．．この後曰露戦争をめぐって生じた，戸水寛人東京帝国大学教授（明治
30年に京都帝国大学が設立されたのに伴い，それまでの帝国大学は東京帝国
大学と改称されている）に対する久保田譲文相による休職処分が下されて騒
動となった戸水事件（明治3８（1905）年）が起こるのであるが，この事件に
ついては次項に譲ることとし，ここでは，この事件以後における東京帝国大
学法科大学の動きについて言及する。戸水事件後の明治40年ごろには，同法
科大学に於て大学制度を研究する機運が強くなり，それは次の如く要約され
ている。
「我ガ法科大学二於テハ戸水事件ヲ契機トシテ教授ノ地位及ビ総長ノ任
免ガ文部省二依リテ左右セラルルコトヲ不当トスル意見ガ学内二於テ高マ
リ，大学制度ヲ其ノ全般ニ亘リテ改革スベシトスル主張ガ特二有力化スル
ニ至レル，明治40年頃ヨリ数年間法科大学二於テハ毎教授会二３時間位ヅ
ツ懇談会ヲ為シ大学制度ノ研究二没頭シタリ，例へ（明治40年４月25曰教
授会ノ決議ヲ見ニル其内容ハ教授助教授ノ任免位地待遇二関シ，教授助教
授二関シテハ普通官吏ト異ル服務規律ヲ設クル必要アリ卜認メ又其ノ選任
（12）
免休職ニハ教授会ノ決議ヲ経ノレコトヲ要スノレモノトス｣，従って，「此の研
究の結果として大学制度一般に関する教授会の決議（年月曰未詳）が成立
し，それが大正７年の大改正に骨子を供するに至れり。其の内容としては
前記の点の外，大学の独立，私講師の制度，教授会の権限，評議会の組織
及び権限，学長及び評議員の推薦，総長選挙（教授会に於て教授中より選
（13）
挙）カヌ包含せられ居れり｡」
かくして明治40年ごろには，教授，助教授の任免は，すべての教授会の意
思にもとづかなければならないことが，ほぼ大勢となり，上記の研究からは
選挙によって総長を選ぶという考え方がほぼ固まり，結局は大正７（1918）
年の帝国大学令から大学令への改正によって，総長の選挙がきまることにな
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（lの
った。ただし，同改正により，その大学の目的に関する第１条に，「兼テ人
格ノ陶冶及国家思想ノ極養二留意スヘキモノトス」との文言が挿入されたこ
とは，この後右傾化，国家主義化軍国主義化するにつれて猛威を振るい，
結局学問の自由が弾圧，否定されるに至ったことは周知の通りである。
ｅ，上述の総長の選挙をめぐる事件には，明治40年10月に文相より京大総
長に任命された岡田良平が在任期間10ヶ月余で退職した岡田事件が起きてい
る。「京大に於いては，･･･…前文部総務長官岡田良平が天降り的に京大総長
に任命せられたりしが，その官僚的態度は学者的雰囲気と調和せず全学教授
の反感を招来し，それが昂じて特に法科教授との衝突を惹起し在任期間僅々
10ヶ月余にして退職の余儀なきに至る。岡田氏の失脚は京大に於いて自治要
望の世論を起こさしめ，総長選挙は特に法科内に於ける全般的意見と為れ
(15）
り｡」とされている。
更に京大では明治4４（1911）年に岡村事件が発生する。岡村司京大法科大
学教授が，岐阜県教育委員会で家族制度批判の講演をしたことを理由に文部
大臣によって鑓責処分にされた事件である。同教授は，同講演で，「曰本の
家族制度というものは，資本主義がこう発展して来たら，実質的に崩壊せざ
るをえない，これをいつまでも守っておるというほど愚なことはない，とい
（16）
うような意味で，家族帝Ｉ度批半Ｉをやった」という。この講演を契機として，
｢大学教授を講演に招くときには当該大学総長または文部大臣の推薦をへる
べし，ということになって，大学教授に講演をさせる場合には，よほど慎重
（17）
|こやらせい，という政府の通達が出た」という。結果，同年７月１７曰付けで
｢その講演中に於いて政府当局者に対し過激に渉る言辞を用いたるは官吏の
（18）
職務上の違背せる不都合の行為に付文官懲戒令に依り鑓責|こ処す」とされた。
この岡村事件の折には，「教授会にはかるが，教授会で一同は沈黙，処分
は政府を罵倒したことにして軽くし，学問上のことを不問にして処理した」
とみられ，要するに「学問とか学説とかいうことには触れないで，言辞が過
（19）
激だったということにし」たことになる。京大における岡田事件，岡村事件
８ともに，制度としての大学の自治，教授会の自治にまでかかわることなく処
理されたと見ることができる。しかしながら，前述の東大での動向からする
と，京大でも早晩，総長選挙や教授の任免，更には大学教授に対する懲戒処
分の問題が意識されており，特に京大法科では後の沢柳事件（大正２年，
1913年）でわかるように，法的な視角は既に胚胎していたことがうかがわれ
る。
（２）戸水教授休職処分に対する反対論
ａ・事件の顛末一前稿（２）で，戸水博士の経歴並びに戸水事件の概略
については述べていたのであるが，その後，この休職処分が及ぼした大学人
への波及効果，影響はどうであったか。影響というよりも，猛烈な反対論を
生じ，ひいては山川健次郎東大総長の辞任，松井直吉新総長の13曰後の辞職，
更には東大法科大学教授団に呼応しての京大法科大学教授団の辞表提出へと
発展していった。この間の動向を要約する文献があるので，次に引用する。
「明治38年桂内閣の文部大臣久保田譲氏所謂７博士の巨頭東大教授戸水
寛人氏に対し其の対外強硬の言動を理由として教授会の意向を無視し，文
官分限令第１１条１項４号の『官庁の事務の都合』に依り休職処分を断行し
たり（８月25曰)。弦に於てか法科大学においては先輩教授例えば穂積八
束氏の如き異論を唱えたる者ありしも中堅及び壮教授は敢然立ちて之に抗
議し，大学教授の地位は時の政府に依りて左右せらるべからざる所以を強
硬に主張せり。此の抗議の実質的方面は研究の自由の主張にして，法理的
方面は文官分限令第11条１項４号の「官庁の事務の都合』の「官庁』は大
学にして文部省または官庁一般にあらざることに存したるものの如し｡」
(中略）
「斯くして研究の自由及び大学教授の地位が濫りに剥奪しうべからざる
ものなることは大学全般の與論となり，山川総長は大学官制に依れば高等
ま
宮の進退は総長の具状を俟ちて行1よるべきなることは留意せずして文相の
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要求を認容したることを自己の失態として痛感し，責を負うて辞表を提出
したりしが（８月31曰)，久保田文相は世論の非難を慮り，３ヶ月間保留
したる後之を受理し（12月２曰）先任学長にして必ずしも衆望の帰せざる
農科大学長松井直吉氏を高圧的に兼任総長に任命したり｡」
「文相の此等の措置は大学の立場を無視するの甚だしきものとして全学
的の抗議を招来し，其の為めに東大に於ては全学教授総会（助教授をも含
む）を山上会議所に於て開催し（12月４曰）教授井上哲次郎氏議長と為り
て協議し，其の結果穂積陳重，岡野敬次郎，及び箕作佳吉の３教授を委員
に選び以て桂首相に陳情せしむることに衆議一決せり｡」（中略）
「次で12月９曰第２回教授総会が開催せられ，３委員よりの首相訪問の
顛末の報告ありたると同時に，別室に於いて松井氏は教授中の有志者より
強要せられ辞表を草するの止むなきに至れり。首相大学側の要望を洞察し，
久保田氏は12月１４曰罷免せられ，首相自身の文相兼摂となれり。尚ほ同曰
松井氏の兼任総長の辞職及び戸水氏の復職を条件とする濱尾新氏の親任待
遇総長の就任が実現したり。是れ山川氏が復職を固辞せるに因る｡」
「松井氏の総長在任期間は僅々13曰なり。斯くして戸水事件は其の解決
を見たり。其れは当初は１教授の進退問題として法科大学のみの関心事な
りしが，更に山川総長復職の要望をして問題は全学化し，教授総会が２回
も開催せらるると云ふ未曾有の事態に発展せるものなり。尚ほ其の際青山
胤通教授外教授，助教授190名が連署をもって山川総長の辞表聴許に対す
る抗議覚書を文相に提出し其の責任を問ひ，且つ其の旨を首相に報告した
るが，其の言々句々大学の独立と学問の自由擁護の赤誠の発露に外ならず
(略)｡」
「此の他京都法科大学に於ても戸水氏免官に対する反対の峰火東大に呼
応して起り，山川東大総長の辞表聴許は延いて京大法科教授の辞表提出に
（20）
まで発展せり（12月５日)｡」
戸水事件で問題とされたのは，帝国大学教授が学外で曰露戦争をめぐる主
10
張を行った点であり，学者の学外における言論，表現の自由が問題となった。
その言論，表現活動が時の政府の政策に反対し批判するものであった事を理
由にして，文官分限令による「官庁事務ノ都合」を名分とする休職処分であ
ったがために，一般行政官吏と同様の身分処遇を帝国大学教授も受けるのか，
という点，更に同休職処分の発令に当たり文相と東大総長の間では了解があ
ったものの，東大総長が法科大学教授団の了解を得ずして同処分を認容して
しまった，という点であった。立花陸は著書『東大と天皇』上巻において次
の如く論点を指摘する。
「……戸水のような大学教授の場合，官庁事務の都合とは何か。……そ
の教官が担当していた科目が教育上必要なくなったとか，その教官以外の
者のほうが教えるのに適任とわかったというようならよいが，戸水はロー
マ法の教授で，ローマ法を教える者は彼以外にいなかったから，それにあ
てはまらないことは明らかだった。そして今回のようなケース（教官の大
学教壇外での言論活動が政府にとって不都合）には，官庁事務の都合とい
う理屈はあてはまらないというのが，帝国法科大学の教授たちの一致した
(従って，曰本の法学界で最も権威ある）見解だった｡」
「……今回のようなケース（大学教官の身分上の問題）においては，本
来適用さるべきは，（諸官庁の事務官一般の身分について規定した）文官
分限令ではなく，帝国大学の教職員について規定した特別法の『帝国大学
官制』のはずだが，その第２条には，総長の職務権限として『総長ハ高等
官ノ進退二関シテハ文部大臣二具状シ，判任官二関シテハ之専行ス』とあ
る。教授は高等官であるから，文部大臣といえども，総長の具状を待って
これを決するのが筋で，大臣のほうからいきなりトップダウンで，どの教
授をどうしろと決めることはできないというのが，これまた法科大学教授
会の一致した見解だった｡」
「戸水処分の場合，久保田文部大臣が処分を発する前曰に，山川総長を
呼んで，こうしてもらいたいと述べ，山川は抗議したが，その通り受け入
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）１１
れてしまったという経緯がある。これは，そのような命令を発した文部大
臣も誤りなら，それを受け入れた山川総長も誤りというのが，法科大学教
（21）
授会の見解だった｡」
ｂ，法科大学教授団の対応
法科大学教授団は，憲法学の美濃部達吉教授の呼びかけで小野塚喜平次，
高野岩三郎，上杉慎吉，中田薫，山崎覚次郎らの教授会有志が公法研究室に
集まり，政府当局への抗議文を提出すること，『国家学会雑誌』でこの問題
を取り上げ，学問の自由を擁護する論文を各人が寄稿することを申合せ，有
志は山川総長にも処分の不当を訴え抗議した，という。更に，教授会を代表
のぶる やすし
して梅謙次郎，金井延，士方寧の三教授ｶｺﾞ抗議におもむき，処分の撤回を
申し入れ，９月19曰には，法科大学の教授，助教授21名が連署した抗議文が
文部省に提出されている。また，山川総長に対しては，戸水以外にローマ法
を講義できる適当な者がいないことを理由に，休職の戸水をローマ法講師に
（22）
嘱託するように求め，総長もこれを同曰付で承諾している。
かくして，法学，政治学，経済学を併せた「国家学会」の機関誌である
『国家学会雑誌』１９巻10号（明治38年（1905）年10月１曰発行）に，戸水事
件に関する各教授の論稿が掲載されることになった。当時，同誌の編集主任
だったのが美濃部達吉教授であり，同教授の呼びかけで法学部教授１５名の全
員が同号に寄稿している（ただし，筧克彦論文のみ，次号に継続している)。
ｃ・美濃部教授の「小引」
明治38年９月22日付，編集主任法学博士美濃部達吉誌と記されている
｢小引」（＝小序，短いはしがき）が巻頭に掲載されている。死してもなお高
名な憲法，行政法学者であった美濃部達吉については，大方が承知されてい
るとは思うものの，一応簡略な経歴を掲げることにする。「1873.5.7-
1948.5.23憲法学者。兵庫県生れ。1897年東大卒業後，ヨーロッパへ留学。
1902年東大教授となり，比較法制史，のち憲法を担当。３２年退官，貴族院議
1２
員に勅選。１２年『憲法講話』で天皇機関説を唱え，天皇主権説の上杉慎吉と
論争となったが，学界の支持を得た。ロンドン条約支持などで政治評論でも
活躍したが，右翼陣営の攻撃を受け，３５年議会で天皇機関説が国体に反する
と糾弾され，著書は発禁となり，議員を辞職（天皇機関説事件)。戦後は，
（23）
早急な新憲法帝１１定には反対の立場をとった。箸『憲法撮要』ほか｡｣，である。
以下，美濃部教授の小引を引用する。
「戸水教授ガ休職ノ命ヲ受ケタルハ名ハ官庁事務ノ都合二依ルト称スト
イエド ヨ シカ ユエ
雛モ実ハ其ノ言論ノ罪二由ルナ')｣，「然しトモ罪アルノ故ヲ以テ名ヲ官
カ アルイ
庁ノ事務二假リテ其ノ職ヲ奪フハ法ノ濫用ナリ」，「罪アラハ或ハ以テ懲戒
フ
ニ附スルヲ得へシ以テ休職ヲ命スルヲ得ス｣，「休職ノ処分ﾉ､既二第一着ニ
ハタ
於テ誤しり｣，「然しトモ彼力言論ハ果シテ罪アリトイフヲ得ﾉﾚｶ｣，「果シ
ソム
テ教授ノ任二負クモノトイフヲ得ﾉﾚｶ」
ヨロ ペ
「教授ノ言論ハ宜シク自由ﾅﾉﾚ可シ｣，「権カヲ以テ之ヲ検束スノレハ妄ナ
アルイ ペ マタ
リ｣，「彼力言論ハ或ハ誤レルモノアノレ可シ｣，「其ノ誤レルモノアラバ亦言
タマタマ
論ヲ以テ其誤レノレヲ証スヘキノミ」，「其ノ偶々自己ノ政策二反スルガ為ニ
スナワ カン コ
且ロチ以テ其ノロヲ嵌セントス｣，「是し権カノ濫用ナリ｣，「既二法ヲ濫用
シ又権カヲ濫用ス」
ア
「事ハ唯一戸水氏ノ上二係ノレト錐モ，吾等豈二黙シテ止ムベケンヤ｣，
｢即チ諸教授諸博士等二請ウテ此ノ問題二関スル論文ノ起稿ヲ求メ本号ニ
ヘンサン
於テ其ノ数篇ヲ集載スルコトヲ得タルハ編纂者ノ以テ光栄トスノレ所ナリ｣，
（24）
｢巻首二記シテ以テノ｣､弓|卜為ス｡」
のふる （25）
ｄ・法学博士金井延論文の概要
「学者ノ言論二圧迫ヲカロフルノ不可ナルヲ説ク」と題する論文が，「小引」
に続き掲載されている。著者の金井廷の経歴については，次の通りである。
げんじ
｢1865-1933,明治一昭ﾎﾟﾛ時代前期の経済学者。元治２年２月１曰生まれ。
ドイツに留学して，ワーーグナーらに学ぶ。明治2３（1890）年帝国大学教授と
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）１３
なる。ドイツ歴史学派の学説を紹介，また労働者保護政策を主張して社会政
策学会を創立した。対露強硬論七博士のひとり。学士院会員。昭和８年８月
とおとうみ
13曰死去。６９歳。遠江（静岡県）出身。東京大学卒。著作|こ『社会経済学｣，
（26）
｢社会政策』など｡」である。
金井論文は戸水休職処分の状況にふれ，真の問題として次のように論点を
提示する。
「此問題二関係シテ起レル更ラニ重大ナル一般的問題」が存するとし，
それは「学者ノ言論自由ノ問題」であるとする。「此問題ハ特ニー個戸水
教授ニノミ関スル問題ニアラズ｣，「独り政法経済ノ学科ヲ専攻スル者ノミ
ノ議スルニ任スベキ問題ニアラズ｣，「否ナ実二学術界全部二取テノ大問題
ナリ」とする。
「欧米諸国二於テモ学者ノ言論ヲ拘束セル場合ナキニシモアラズト錐モ，
是し皆ナ18世紀以前ノコトニシテ当時ノ専制主義ト為政者ノ偏狭思想トノ
サカン
盛ナリシガ為メノミ」，「……当時二於テスラ宏量斗胆ノ大政治家ハ斯カ
ル小策ヲ弄セサリキ，方今ノ欧米諸国（露国ハ例外）或ハ法令上明カニ学
者ノ言論ヲ自由ニシ，官公立大学ノ教職ヲ遇スルコト，全ク行政官吏ヲ遇
スルト異ナリ，以テ前者ノ地位ヲ安固ナラシメ或ハ法令上二於テハ何等特
殊ノ待遇ヲナサズ（,）各自多少ノ別アリ卜錐モ，実際上二於テハ諸国皆
イヤシ
ナ学者ノ言論ヲ筍クモ拘束制限スルガカロキコトナシ｣，「甚シキニ至リテハ，
共和国ノ大学教授ニシテロヲ極メテ君主政体ノ真善美ヲ唱道スルモノアル
コウ
(仏国ニ其ノ実例アリ）モー切ノ干渉ヲ蒙ムラズ，為政者ﾉ､此ノ極端ナル
ア アヘ
言説ノ主張ヲスラ放任シ敢ヘテ顧ミザノレノ宏量ヲ示セリ｣，「余ハ敢テ斯ク
オ
ノ女ロキ極端説マデモ之ヲ不問二措クノ可ナルヲ主張スルモノニアラズト錐
モシホトン
モ，欧米諸国ガ実際上絶対的二若クノ､殆ド絶対的二学者ノ言論ヲ自由ニシ
テ，忌憧ナキ各種所信ノ発表ヲ容認スルノ雅量アリ（,）経世上極メテ要
タンシヨウ
ヲ得タノレヲ嘆賞セズムバアラズ｣。
オモ オトク
「`准フニ学者ノ言論ニシテ皇室ノ尊厳ヲ汚涜シ政体ヲ変壊シ若シクノ､明
1４
プンラン
ニ朝憲ヲ素乱スルモノハ之ヲ月Ｉ問題トシ，其以外ノモノハ所説ノ可否如何
カカ
ニ拘ハラス，之ヲ討議反駁スノレハ可ナレドモ，筍クモ威力ヲ用ヒテ之二圧
迫ヲ加ヘムトスルハ立憲政治ノ精神二違反ス，欧米諸国ガ近世二至り斯ク
キヨウアイ メグラ
ノムロキ狭陰ノ政策ヲ運サズシテ言論ノ自由二極メテ広キ範囲ヲ与フノレハ，
ケダ
蓋シ斯クシテ始メテ学問技藝ノ発達ヲ促進シ教育ノ精ﾈ申的効果ヲ大ナラシ
メ人道文明ノ為メ貢献スル所大ナルヲ知レバナラム｣。
このように著者は欧米の例をあげて主張を展開している。ただし，著者が
学者の言論の自由を主張するものの，その例外あるいは限界として，「皇室
オトク プンラン
ノ尊厳ヲ汚漬」し「政体ヲ変壊」し，「明二朝憲ヲ素乱スノレモノ」にはこの
自由の保障は及ばないとしている点には注意を要する。実にこの例外事項が，
後に出版法なり治安維持法なりに規定され，それが更に運用面で拡張解釈さ
れ，際限もなく拡張されて猛威をふるったのが我国の実例であった。前稿(2)
での森戸事件でその一端を見た通りである。
次いで著者は，ベルリン大学のヴィルヒョー教授の例をあげて，当時のド
イツにおける学者の政策批判の自由に言及し，その点の結びとして次の如く
論じている。
スンゴウ
「自個ノ意思二反対スノレモノヲ視ルコト仇敵ノ如ク寸毫モ寛容スルコト
アタ
与ハザル狭量政治家ノ如キハ，到底英雄ノ心事ヲ解スノレノ能力ナシ，然ラ
スナヮ ユエン
ハ即チリ虫乙学術ノ今曰アル所以，同国々運ノ近世二於ケル発展ノ大ナル所
エンゲン
以，其ノ淵源ｽﾉﾚ所深シ卜謂フベシ」
続けて著者は次のように述べて同論文を結んでいる。
ソ
「独乙二於ケル学問ノ独立学者ノ地位夫レ斯クノムロク，英ヤ米ヤ仏ヤ蘭
ヤ皆ナ同様若クハ同様以上ノ宏量方針ヲ執しり，然ルー吾ガ曰本二於テ
往々然ラザルノ場合二遭遇スルコトアルハ，確カニ吾ガ教育学藝ノ進歩誠
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）１５
二遅々ダル所以ノーニシテ実二聖代ノー大欠点ナリ｣，「欧米諸国ニシテ吾
イクパク邦ノ斯カル状況ヲ知ラバ其ノ我レニ対ｽﾉﾚ尊敬同情ヲ減少スルコト幾何ナ
タダタダ ウンヌン
ノレヲ知ラス｣，「只管欧米ノ同`情云々ヲロニシ之ヲ偏重シ以テ外交ノ最大標
力
準卜為ス所ノ政治家一流以テ女ﾛ何卜ナス乎｣。
ナ タ「学問ノ独立ハ実二神聖ナリ，筍クモ之ヲ侵スハ猶ホ始皇ノ書ヲ焚ケノレ
ガゴトシ，学者ノ言論ハ之ヲ其ノ自由二放任セザルベカラズ，筍クモ之ヲ
拘束スルハ猶ホ儒ヲ坑ニスルガゴトシ，今曰ノ文明世界二於テ秦代ノ暴挙
ヲ再演セムト欲スルモノアラハ，文教ノ当局者ハ其ノ地位ヲ賭シテ極力争
ハザルベカラズ，若シ然カスルノ勇気ナキカ或ハ自ラ発議シテ始皇ノ為ニ
ナラ
微ハムトスノレカ女ロキコトアラバ，天下後世之ヲ何トカ言ハム｣。
焚書坑儒の故事にふれた上で，著者はさいごに「現任文部大臣久保田閣下ノ
以上ノ論述スル所ノ趣旨二対スル高見」を求めてこの論文を結んでいる。
とおる （27）
ｅ・法学博士寺尾亨論文の概要
「学説卜政論」と題する寺尾論文は，その書き出しで「我国現今ノ制度ニ
ナ
於テ学説ト政論，学術講演卜政談演説，学術雑誌卜政治雑誌トノ区:リヲ為シ
ソノ
テ其取扱ヲ異ニスノレノ点」に疑問を抱き，かつその解明が求められている，
とする。本論に立入る前に，寺尾亨の経歴を紹介しておく。「1859--1925,
明治一大正時代の法学者。安政５年12月29曰生まれ。……横浜裁判所判事か
ら帝国大学助教授に転じ，明治24年教授。曰露開戦をとなえた七博士のひと
しんがい
り。辛亥革命のときは革命政府の法律顧問をつとめた。大正14年９月１５曰死
ちくぜん
去。６８歳。筑前（福岡県）出身。司法省法学校卒。著作Ｉこ『国際司法』な
(28）
ど」である。
著者は，次の如く，学問諸分野の理系と文系の研究分野の別から説き起こ
し，とりわけ後者の文系分野，中でもいわゆる社会科学の分野における学説
と政論の異同について筆を進め，その上で大学教授の官吏たる地位に基づく
言論の制約如何，さいごに大学教授の言論が及ぼす外交上の影響如何につい
１６
て述べている。
ソモソ
（学説と政論のちがいについて）「抑モ是等ノ区月リハ何ヲ標準トシテ之ヲ
ソ イヮユル
定ムルコトヲ得ルカ｣，「夫ノ理化学，動植物学，数学，星学ノ女ロキ所謂物
ソノ ヘダテ モト
的学術ハ其政治卜相距ノレコト遠キカ故二之力区BIlヲ為スコト固ヨリ容易
イエド ソ
ナノレヘシト錐モ，之ト異ナリ夫ノ哲学，史学，社会学，経済学，法律学ノ
イワユル ソノ タ
カロキ所謂無物的学術二至リテハ其政治トシバシバ密接ノ関係ヲ有スノレカ為
ソノ ナ
メ，之力意見ヲ発表スルニ当リテハ如何ニシテ其区Bllヲ為サントスルカ，
(中略)」
ソノ
「--国ノ経済学者ハ国民経済ヲ論及シテ国民ノ指導者タノレヲ以テ其本旨
ナ スナワ ヨウカイ
ト為ササルヘカラス，経済政策ハ且ロチ国家ノ政治ナリ，経済学者之二容塚
コト
スルヲ得サノレノ理アランヤ，殊二経済学ノー-分派二財政学アリ，財政ノ措
シカ
置'､政府直接ノ行為二属ス，而モ財政学者ニシテ之ヲ論スルヲ得ストセハ
何ヲ力論及セントルスルカ｣，
「法律学中民法商法ノムロキ私法二於テモ立法論二付テハシバシバ国家ノ
シバラオィ
政策二関ｽﾉﾚ事アノレモ暫ク措テ之ヲ論セス，公法二付テ見レハ行政法ノ研
究ハ直接--国ノ政治二関係セサルモノナカルヘシ，税法ヲ論スレハ財政二
関シ，徴兵令ヲ論スレハ軍政二関シ，集会結社著作言論ノ自由二論及スレ
ナ
ハタチマチ内治二関係ヲ有スヘシ，憲法学者ノカロキ，立法論ヲ為ストキハ
モチロン ナ
タチマチ国家政憲ノ組織二二影響スヘキハ勿論，単二解釈論ヲ為ス場合二於
テモタマタマ政府ト議会トノ間二見解ヲ異ニシタルトキノ如キハ直チニ当
ナ ソノ
時ノ政治論ヲ為スニ異ナラス（,）憲法学者'､研究ヲ其終生ノ業トセル憲
ナ
法ノ解釈ヲ為スノ自由ヲ有セサノレカ｣，
ソノ ソノ イキオ
「其他国際法学者力国家ノ行動ヲ見テ其当否ヲ論スノレニハ勢上国家ノ外
ハサ
政二是非ノ意見ヲ挟マサルヘカラス，外交史ヲ講究スノレモノハ列国ノ国状
ツマピラ ソノ キワ タ
ヲ詳ラカニシ其意思欲望ノ存ｽﾉﾚ所ヲ究ムノレガ為メ現時ノ外交二論及セ
コト
サルヘカラサルコトアリ，殊二政治学専攻者ノカロキ古今各国ノ政治ヲ講究
モツ
スルト同時二自国現時政治ノ是非得失ヲ論ジ之力改良進歩ヲ企図スノレヲ以
「学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）１７
ナ
テ本旨卜為スヘキモノナノレヘシ，之二対シテ学者'､政治ヲ論議スヘカラズ
イ
ト云フヲ得へキカ｣，
かくして学説と政論の区別に関する疑問に対して，次の如く述べ，逆に政
論にわたることを回避する学者を指して「腐儒」とまでたとえている。
モ ソノ
「若シ如上ノ学者ニシテ其専攻ｽﾉﾚ所二付キ，政治二論及スルヲ得スト
トド
セハ，学者ハ単二二学問ノ歴史ヲ研究スルニ止マリ，古人ノ学説，古今ノ実
ヒエキ
例ヲ知ﾉﾚｦ以テ足レリトシ，学術ヲ時事二応用シ世二稗益ヲ与フルモノニ
アラ ハタコ ソノモノ
非サルヘシ，果シテ斯ノ如キモノナリトセ'､学問其物モ元来無用ノ長物ナ
モト
ルヘク，之ヲ学フ学者ハ素ヨリ全ク世二不用ナノレヘシ｣，「秦皇時代古法ニ
ソノュェン
拘泥シテ世態ノ変遷ヲ知ラサノレ腐儒ヲ坑ニシタノレハ必スシモ其所以ナキニ
アラシカ
非ス，然ルー今'､時勢ヲ知ル者ノロヲ押ヘントス，事理顛倒卜云フヘシ｣。
次いで２点目の官吏たる法的立場にある帝国大学教授が，官吏であること
を理由に極力政論を回避すべきか，との論点について検討する。
「大学教授ハ官吏ナリ，官吏ハ政治ヲ談スヘカラス」との言について，
、ノノ
｢今曰ノ用語トシテ政治ノ意義ニニ様アノレカ如シ，其一ハ|日思想ノ意義ニ
ガンシュ
シテ（,）政治トハー方二於ｹﾉﾚ政権頑守卜他方二於ｹﾉﾚ政権争奪トヲ意
味スルモノナリ，此意義ノ政治二関シ故意二意見ヲ発表スルカカロキハ－政
フニアイ
府ノ下二在ﾉﾚ官吏ノ行為トシテ'､穏当ヲ欠キ又学者ノ行動トシテ不似合ナ
シカ スナワ ソノ
ルヘシ，然しトモ第二ノ政治ノ意義ダル即チ学者力其専攻ｽﾉﾚ学問ノ応用
ナ イエド ナ
トシテ為ス政治論'､，大学教授ノ身分官吏ナリト錐モ之ヲ為スヲ妨ケサノレ
ソノ トガ
ノミナラス，タトヘ其結果当時政府ノ不禾Ｉ益卜ナルコトアルモ之ヲ答ムヘ
アラ
キモノニ非サノレヘシ｣，
ソモソ ナ オョ
「抑モ官吏ハー切政治論ヲ為スコトヲ得サノレカ，凡ソ政府ノ官吏ヲ概別
ソノ ソノ ソノ
スレハニ種アリ，閣臣卜其属僚卜之ナリ，属僚'､其性質上長官二従属シ其
1８
イシ ソノ
頤使（あごでさしずすること）二二服スヘキモノナルヲ以テ規律上其政論ヲ
ナ イエド
自由ニセシメサルヲ可ナリト為ストコロアノレヘシト錐モ，閣臣二至テハ己
タ ナ
レ政局ニ在ﾉﾚｶ為メ，必要上政論ヲ為ササルヘカラサル場合多シ，故二官
タ ナ アタ アラ タ
吏タルカ為メ政治論ヲ為スコト能ハサノレニ非スシテ，属僚タルカ為メ政治
ナ アタ シコウ
論ヲ為スコト能ハサノレナリ，而シテ大学教授ハ何人モ之ヲ属僚ナリト云フ
シタガツ
モノアラサノレヘシ，従テ何人モ大学教授二二政論ノ自由ナシト云うモノア
ラサルヘシ｣，
タダソノ
「唯其文部省二属シ文部大臣ノ配下ニ在ルカ女ロキハ単二職務上ノ管督ヲ
トドマアエ アラ コト
受クルー止リ，敢テ思想ノ自由ヲ拘束セラルヘキニ非サノレナリ，殊二大学
エンゲン ソノ アオ
ハ智識ノ淵源ナルヲ以テ，社会百般ノ問題モ其最後ノ決定ヲ大学二=仰クモ
マタ
ノ多シ，故二大学モ亦自ラ任シテ国民指導者ノ地位二立ツハ国家ﾉﾎﾟﾘ福ナ
カツ イワユル オモネ
ノレヘシ，且大学教授ハ所謂政界以外二超然タノレヲ以テ政府二阿ラス政党ニ
ヘツラカンカンガクガク ナ ハタイク
譜ハス侃々誇々不偏不党ノ論議ヲ為スニ於テハ（,）国家ノ禾lI福果シテ幾
バク
何ナノレヲ知ラサルナリ，」。
以上，著者は官吏を二分し，大学教授は，少なくとも属僚ではない故に政
論の自由を保障されているし，文部省の監督下にあるのはあくまでも「職務
上ノ管督」にすぎず，思想の自由，研究成果発表の自由にはかかわらないと
する。その方がむしろ，国家，国民にとっての利福を増大させるのだとの主
張であった。ここで著者が，国家と政府，とりわけ当時政府と国家とを区別
し，当時政府の政策と相容れない大学教授の言論についても「国家ノ利福」
の視点で把えるように指摘することは，とりわけ後年に至るほど無視され
じゅうりん
踵RM1されていったわが国の歴史からすると，重要である。軽々に国家と政
府＝時の権力とを同一視しない態度は，昨今特に必要であろう。
著者は次いで，３点目の主張，すなわち大学教授の言論が外交関係に及ぼ
す影響という論点を検討する。
ナタ
｢大学教授ノ言論ハ外国二於テ重キヲ為スカ為メ外交二二害アリト」言う
「学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）１９
イエド ソノ ソノ
者もあるが，「学者ト錐モ国民ナリ，其国家ヲ恩フノ念慮'､其超然トシテ
無頓着ナル地位二照スモ，政権二恋々トシテ顧慮スル所多キ政界ノ人ヨリ
ハルカマサ アエ カエリ
モ遥二優ルコトアノレモ敢テ劣ル所ナキナリ，……国家ノ不利益ヲ顧ミスシ
ナ
テ立論スルカムロキ愚ヲ為スモノナランヤ｣，
アルイ オソレ
「外交当局者或ハ大学教授ノ意見卜当局者ノ意見トヲ混同ｾﾗﾉﾚﾉﾚﾉ虞
タ ナ
アノレカ為メ，教授ノ意見発表ハ外交談判ノ進行二害アリト為スモノアルモ，
コレマタ
是亦謬見タノレヲ免レス｣，
フキ ソノ
「外国二於ｹﾉﾚ大学教授ノ地位ハ多クハ独立不驫ナルカ故二，其吐ク所
ソノ アラ
ノ意見必スシモ其政府ト相関スルモノニヲドス，故二外人我教授ノ意見ヲ間
クモ直チニ之ヲ当局者ノ意見ナリト誤認シテ当局者ノ迷惑ヲ来タスカ如キ
モシ
コトアノレノ理ナシ，若シ強ヒテ教授ノ意見外交二害アリトノ理由ヲ求メナ
ハ，教授ノ意見ハ国民ノ世論二影響スル所多キヲ以テ，世論ヲ後援トセサ
ス
ノレ旧式ノ外交二害アリ卜云フニ過キサルヘシ,｣。
このように第３の論点についても著者は論駁し，要は外交上の影響とは言
うものの結局は国内世論への影響を懸念する態度から出た意見に過ぎない，
とする。さいごに著者は次の言をもって論文を結んでいる。「学説ト政論ト
ソノ コ
ヲ区月リシテ其取扱ヲ異ニスルハ，政府是レ国家ナリト恩!唯シタル|日時ノ遺物
ナリ」。
あさたろう （29）
ｆ、法学博士岡田朝太良ﾛ論文の概要
岡田論文の題名は「分限令ノ解釈卜教授ノ言論」と題し，戸水教授休職処
分の法的根拠として久保田文相が主張する文官分限令第11条１項４号の適用
の是非をめぐって，これを批判する論文である。岡田朝太郎博士の経歴は次
の通りである。「1868-1936,明治一大正時代の刑法学者。慶応４年５月2９
しん
曰生まれ。ヨーロッパIこ留学後，明治33年東京帝大教授。３９年清（中国）政
府にまねかれ，法典起草にかかわる。のち早大，明大教授。川柳研究家とし
みの
てもしられた。昭ﾎﾟﾛ11年11月13曰死去。６９歳。美濃（岐阜県）出身。帝国大
2０
学卒。号は三面子，虚心。著作に「曰本刑法論』，句集『三面子狂句集」な
(30）
ど」である。
岡田論文は戸水博士休職処分の問題を，「文部大臣ガ戸水教授二分限令第
11条（第１項）第４号ヲ適用シタルハ正当ナリヤ否ヤ」と，「教授ノ言論ハ
アタ
政治二及フ能ハサルヤ否ヤ」の２点であると指摘し，以下の女ﾛ〈論を展開す
る。まず第１点目について同令同号にいう所の「官庁事務ノ都合」とは何か。
ソノ
（同号の）「正面ノ法文自身二二照シ，裏面分限令制定ノ精神二考へ，其問
題ト成レル官吏ノ属スル官庁ノ関係事務ヲ指称スルニ外ナラザルハ異論ア
ル可ラザル所ナリ」，
ナ
「故二=大蔵省ノ官吏'､陸軍省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ為ス可キ
ナ
ニニアラス，海軍省ノ官吏ハ逓信省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ為ス可
ナ
キニニアラズ，内務省ノ官吏ハ農商務省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ為
ス可キニアラズ，文部省ノ官吏ハ外務省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ
ナ
為ス可キニニアラズ｣，
ホウコウ
「戸水博士..…･ハ東京帝国大学ノ専任教授ニシテ文部省本省ニ何等奉行
シタル職務ナシ，眼前十数曰ノ後二新学年ノ授業ヲ開始シ，又同一ノ時期
二追試験ヲ施行スベキ法科大学事務ノ都合ヨリ云ハバ，同氏ノ在職ノ必要
アタカ カカワ
欠ク可ラサノレコト'恰モ文部大臣ノ云う所ト正反対ノ事実アルニ拘ラス，分
限令第11条第４号二拠り休職ヲ命シタルハ，該条項ノ解釈ヲ誤リタル不当
ノ処分ト謂ハザルヲ得ザルI頂序ナリ｣。
（休職処分の理由について）「文部大臣ハ東京帝国大学総長及法科大学教
授会ヲ代表シタル委員二対シ『本大臣ノ視ル所ヲ以テスレバ，分限令第１１
条４号ノ官庁事務ノ都合トハ，必スシモ所属官庁ノ関係事務ニ限り狭ク解
釈スベキニ在ラズシテ，総テノ官庁ノ総テノ事務ノ都合ヲ包含ス，戸水教
授ノ休職処分ハ大学ノ事務ノ都合二出デタルニアラズ（,）其他ノ官庁ノ
タダ
事務ノ都合二出デタリ，但シ如何ナル官庁ノ如何ﾅﾉﾚ事務ノ都合二出デタ
ルカハ説明ノ限リニ在ラズ』ト言明セラレタリ」。
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２１
このように同論文は，「官庁事務ノ都合」という文言について，大学教授
の所属する「官庁」とは帝国大学を指すとするのに対して，文部大臣の解釈
で言う「官庁」は，大学ではなく「其他ノ官庁」であるとし，「如何ナル官
庁ノ如何ナル事務」であるかは説明しない，としている点を明確にする。文
相がいかに窮したとはいえ，このような処分理由では到底大学人を説得でき
ないであろう。このような文相の無理な解釈は，些か大津事件（明治24年５
月11曰）における政府側の無理難題を坊佛とさせる。被疑者津田三蔵に対し
て，大審院が謀殺未遂犯として無期徒刑に処した（同月27曰）のであるが，
これ
この判決に至るまでの政府側の司法権への介入，干渉を時の大審院長児島`唯
かた （31）
謙が排除したことで有名な事件であるが，政府側はロシアに対する恐`|布から
犯人を死刑にすべ〈，刑法116条を拡張解釈して外国の皇帝，皇族をも含む
とした点である。また，政府はために，緊急勅令として勅令第46号を発し
(５月16曰)，「刑法第116条ノ正解卜云ヘル論題ノ学術演説」も中止したので
（32）
あった。話を元に戻すと，岡田論文は文官分限令の趣旨，目的を検討し，次
のように懲戒や分限処分についての手続保障にも言及する。
ワガ ママ
「元来分限令制定ノ趣旨ハ本属長官ノ自（我）儘ナル認定二二対シ文官ノ
位置ヲ保障スルニ在り（同令第２条参考）……該令二拠ル免官ノ処分ヲ為
スニハ第３条各号二列挙シタル事実ヲ要シ，休職ノ処分ヲ為スニハ第11条
ジヘイ
各号二列挙シタル事実アルヲ要シ，決シテ認定卜云へﾉﾚ漠然ダル辞柄（話
ペカ
のたれ）ノ下二自（我）儘ノ処分ヲ許ス可ラザノレハ何等ノ疑ヲ容レサル所
トス｣，「若シ文部大臣ノ主張セラルル如ク（であれば）……不具廃疾ニ因
り又ハ身体若クハ精神ノ衰弱ニ因り職務ヲ執ルー堪ヘサルトキモ官庁事務
二不都合アリ，傷病ヲ受ケ若クハ疾病二罹リ，其職二堪ヘサルトキモ官庁
事務二不都合アリ，官制又ハ定員ノ改正ニ因り過員ヲ生シタルトキモ官庁
マ
事務二不都合アリ，懲戒二付スベキ非行又ハブfl]事裁判ヲ俟ツベキ犯罪ノ嫌
疑アル官吏ノ在職ハ尚更官庁事務二一大不都合アリ｣，
2２
「従テ分限令第３条第１号第２号及上第３号ノ上半ナラビニ第11条第１
号第２号ハ毫モ之ヲ特筆大書スルノ必要ナク，単二第11条４号卜同文ノ規
程１個条ヲ置テ『官吏ハ官庁事務ノ都合ニ依り其官ヲ免シ又ハ之二休職ヲ
アニ
命スノレコトヲ得」卜云フヲ以テ足レリトス，立法者豈斯クノ女ロク多数ノ無
用ナル規程ヲ置クノ理アランヤ，分限令第11条第４号ヲ広義二解スルノ不
当ナルハ此ノー事二比較スルモ明ナリ｣。
（仮に文部大臣の如き広義の解釈をするとしても）「其所謂官庁事務ノ都
合ハ説明スルニ足ルベキ実在ノモノタラサル可ラズ，……不具廃疾負傷罹
患等何人ノロニモ映ズル明々白々ノ事実二就テスラ，当該上長官ノ単独ノ
認定ヲ許サズシテ，高等官二在リテハ文官高等懲戒委員会（,）判任官ニ
在リテハ文官普通懲戒委員会ノ審査二付シ，其ノ決定二従フコトヲ必要ト
シタルニ在ラズヤ｣，「斯ノ如キ用意周到ナル分限令ガ，独り第11条４号ニ
限り如何ナル官庁ノ如何ナル事務ノ如何ナル必要二出タルカヲ示定セズ
(,）漠然ダル認定ノ下二本属長官ノ随意ナル処分ヲ許スベキ道理アラサル
ヲ以テナリ」。
「仮二広キ解釈ヲ許ストナシ（,）従テ所属官庁ノ関係事務二限局セスト
ナスモ，其如何ナル官庁ノ如何ナル事務ノ都合二出テタルカヲ説明スル必
ジユウリン ケンコウ
要ナシトシタルハ，分限令制定ノ趣旨ヲ躁lMklシ，他ノ条項トノ権衡ヲ無
視シ，文官ノ位置ヲシテ該令施行前ノ暗黒時代二復帰セシメタル不当ノ処
置卜言ハザル可ラズ｣。
以上のような批判がいずれも文部大臣としての処分に対するものであった
のに対し，岡田論文は，続けて，個人としての久保田譲君がｌ～２名の者に
サカン
対して「戸水博士ガ時局二関シ熾二政論ヲ為シタノレ」ことカゴ処分のもう一つ
の理由であると言明した点を把え，次なる論点として，「大学教授タルモノ
ノ言論ガ政治二及フ能ハサルヤ否ヤ」を検討している。岡田論文は，検討の
前提として，「官吏（附教員）ノ政論取締二関スル法規ノ没革大略」を掲げ
ている。100年後の今となっては当時の資料の入手も困難であるため，資料
「学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２３
(史料）的価値もあろうから，以下にその全文を同論文中より抜粋する。
（33）
「官吏（附教員）ノ政論取締二関ｽﾉﾚ法規ノ没革大略」
(1)明治６年４月太政官第131号達
ポウガイ
在官ノ者宮中ノ事務'､勿論或ハ外国交際ノ妨碍トナルベキ類ハ（,）
ササイ ヒソカ
Ｉ：i細ノ件ト錐モ私二新聞紙へ令掲載候義不相成候事
但公布ヲ経ル文書又ハ其長官ヨリ差図ノ分ハ此限二非ラズ
(2)明治８年７月太政官第119号達
凡ソ官吏ダル者（,）官報公告ヲ除ク外（,）新聞紙又ハ雑誌雑報等二
於テ私ニー切ノ政務ヲ叙述スルコト不相成候條此旨相達候事
但百般学科二係ル叙述ハ此限ニアラズ
(3)明治17年４月５曰文部卿達東京大学
アツ
文部省吏員及文部省所轄学校職員等公衆ヲ聚メ講談演説ノ席ヲ開ク等
不相成旨兼テ相達置候趣有之候処（,）自今其学校教授ハ左ノ条項ニ拠
り公衆ヲ聚メ学術上ノ講談演説ヲ為スハ不苦候條（,）尚総理二於テ厳
粛取締相立不都合無之様取計フベシ（,）此旨相達候事
但教授ノ外教授二準シテ本文講演ヲ為スヲ得セシメントスルモノアル
ウカガイ モウシイデオク
トキハ伺出ヘク（,）且本文取締二関スル細ﾛﾘ等ハ便宜取調申出置
くシ
ー講談ノ事項ハ各分科大学ノ諸科ニシテ（,）成ルヘク教育上民業
ヒエキ
上二稗益多キモノタノレベシ
ー前項学科上ノモノト錐モ（,）筍モ政務二関スルハ之ヲ講演スヘ
カラス（,）且政務二関スル講談演説ヲ為ス者等ト共二開会スヘカ
ラズ
フケイ
ー講演ノ際ハ言辞ヲ!直ミ，筍モ不経二渉ノレコトアルヘカラズ
(4)明治22年１月24日内閣訓令
凡ソ官吏タルモノハ自今其職務外卜雌モ（,）公衆二対シ政事上又ハ
学術上ノ意見ヲ演説シ又ハ之ヲ叙述スルコトヲ得（,）但各長官ノ監督
2４
二従属スベシ
法律規則ヲ以テ特二制限サレタル官吏ハ前項ノ限リニアラズ
(5)明治22年10月９日文部大臣訓令帝国大学
明治15年６月10曰同17年４月５曰同19年７月10曰附ヲ以テ（,）学術
ノ講談演説二関シ及訓令置候次第モ有之（,）凡ソ教員学生生徒学術ノ
講談演説ヲ為ス節（,）現在ノ政務二関スル事項ヲ可否討論スル等ノ儀
無之様一層厳重取締可致此段更二訓令ス
(6)明治27年１月23日文部省訓令第３号
一教育ハ政論ノ外二特立スヘキモノニシテ（,）特二政党ノ争ハ普通
教育ヲ受クル未成年者ノ脳髄二感染セシムヘカラス（,）故二学校教
カンヨ
員ハ政論二干預シ政事上ノ競争ヲ輔助誘導スノレヲ許サス（,）今度議
アダ
員選挙ノアラントスノレニ方リ学校教員ノ職ヲ帯フル者ハ其身固有ノ選
挙権ヲ行フノ外（,）何等ノ党派二向テモ直接二間接二選挙ノ競争二
関係スヘカラス
ニ官公立学校教員ニシテ議員被選挙人タラントスル者ハ（,）其志望
ヲ表白スルト同時二教員ノ職ヲ辞スヘシ
(7)明治31年２月４曰文部省令第１号
学校教員ニシテ政党競争ノ渦中二人ル者アラハ（,）教育ノ独立ヲ傷
ケ其結果不測ノ弊害ヲ生スベシ（,）是レシバシバ訓令ヲ下シテ学校教
員ノ政論ニカロハルコトヲ禁制シタル所以ナリ（,）今ヤ衆議院議員総選
挙ノ期近ツキ選挙競争ノ手段百端ナルニ方りい政府ハ最モ公平ヲ旨
トシ人民ヲシテ自由ノ競争ヲ為サシメンコトヲ期ス（,）此際学校教員
タルモノ深ク年来訓令ノ趣旨ヲ体シＱ其身固有ノ選挙権ヲ行フノ外
何等ノ党派何等ノ候補者二向テモ間接直接ヲ問ハス其選挙ヲ妨害シ若ク
ハ勢助スヘカラス（,）若シ或ハ子弟トノ関係緊密ナルヲ奇貨トシ其父
兄ヲ勧誘シテ選挙競争二干与スル等ノ事アラハ（,）是レ其本分ヲ蹴越
スルモノニシテ教育ノ独立ヲ傷害スルコト少小ニアラサルヘシ（,）当
ナカ
該官庁及各学校'､此際一層取締ヲ厳ニシテ其監督ヲ怠ノレコト勿レ
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２５
(8)明治38年８月文部省訓令第７号北海道庁，府県，帝国大学，文部省
直轄諸学校
左ノ内達訓令内訓ハ自今廃止ス
前略明治１７年４月５曰文部卿達
同２２年10月９曰文部大臣訓令
同２７年１月23曰文部省訓令第３号
同３１年２月４曰文部省令第１号
(9)明治38年６月15曰文部大臣内訓大学総長宛
官吏タルモノハ政治問題二関スル言動ヲ慎ムヘキハ言ヲ侍タス（,）
殊二今曰ノ時局二関スル大学教授ノ言動ハ国際上戦局上影響スル所少ナ
カラサルヲ以テー層之ヲ`直マサル可ラス（,）故二之二関シテハ十分戒
告ヲナスヘキ旨サキニ注意スル所アリタリ（,）然ルー近来其学職員ニ
シテ時局二関シ不謹!直ノ言動ヲナス者往々ニシテ之レ有ルヲ間クハ甚遺
憾トスル所ナリ（,）今後訓戒ノ趣旨二違上其言動ヲ,直マサル者二対シ
遂二相当ノ処分ヲ行フノ止ムヲ得サル力如キコトアレハ（,）此レ本大
臣ノ最遺憾トスル所ナリ（,）貴官ハ宜シク此意ヲ体シ不都合之レ無キ
様此際厳二訓戒ヲｶロヘラルヘシ
以上の複雑な改変について，岡田論文は次の様に整理して，大学教授の政
論の自由を導き出している
「……明治６年及８年ノ太政官達ハ明治22年ノ内閣ノ訓令二依リテ消滅
タ
シ，原ロリトシテハ官吏ト錐モ政見ヲ発表スルコトヲ得，止夕本属長官ガ監
督上必要卜認メタル取締二服従スベキコトトナレルナリ，而シテ大学教授
ノ言論力政治二及ブコトヲ得ルノ範囲二関シ，時々文部大臣ヨリ発シタル
ジ
各種ノ命令'､明治31年１月（２月？）ノ文部省令第１号ニー掃サレテ，爾
ライ
来前記現大臣ノ内訂''二至ノレマデ何等具体的ノ制限又ハ取締アラザリキ，実
二吾人ハ教授ガ政治論ヲナス十分ノ自由アルヲ信シツツアリシナリ｣。
2６
続いて著者は，２点目の本論に入り，次のように述べている。ただしその
前提として，新聞紙条例，出版法の事前検閲を肯定した上での立論である点，
現在と較べて限界があったことは言うまでもない。
「……大学ハ学術ノ穂奥ヲ極ムベキ最高ノ学府ニシテ，之二教鞭ヲ取ル
ミダリ
教授ノ言論'､新聞紙条例又ハ出版法等二禁止スル所ノ外，漫二権力又ハ1情
フキ
実ヲ以テ之ヲ牽制スベキニ在ラス，学術ノ進歩'､不驫独立ノ言論ノ闘争ヲ
タマモノ ココ
ー大条件トシテ（,）一国ノ開発'､学術進歩ノ賜ナリ，差ヲ以テ医科大
学ノ教授力中央衛生会ノ施設ヲ非難シ，工科大学ノ教授力狭軌鉄道ノ不利
益ヲ唱へ，農科大学ノ教授ガ鉱毒防止ノ不十分ナルヲ攻撃シ，理科大学ノ
教授ガ産期魚烏保護ノ不備ヲ訴へ，文科大学ノ教授ガ国定教科書ノ欠点ヲ
指摘スルノ類ハ，世人卜云ハズ当局卜云ハズ，毫モ之ヲ怪ム所ナキニアラ
ズヤ，然ルー独り政治法律ノ学術ヲ研究スル法科大学ノ教授ガ，タマタマ
某政務ヲ具体的二評論スルヲ以テ官吏二相当セザル不謹,直ノ行動トナスハ
果シテ何ノ拠ル所力在ル｣。
「……従来政府ノ為ス所ヲ観ルー更ニー層奇怪ナル事実アリ，……法科
大学ノ教授ガ政治論ヲ為スモ時ノ政府ノ方針ヲ賛成スルトキハ敢ヘテ何等
ノ牽制ヲカロヘズ，タマタマ之二反対ノ意見ヲ吐露スルトキハ容易二職権ヲ
云々シテ之ヲ禁止セントスルコト（あり）……，政府タルモノ大学教授ノ
言論ヲシテ自己ノ所信二隷属セシメント欲スルカ，職権ヲ以テ文権ヲ躁鵡
セント欲スルカ，時ノ政府ノ所信ノカロキ学理ノ前ニハ普通人事ノー現象ト
シテ之卜何等ノ軽重ナシ｣。
更に，上記の内容を一応肯定しつつも，過激にわたる言論については扱い
を異にするべき，つまり取り締まりの対象として可能とする意見に対して，
次の如く述べている。この点について，現在の視点でこれを表現すれば，言
論に応ずる更なる言論による応酬|こそが大切であること，政治的言論の自由
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２７
の核心には，時の政治体制にとって危険な言論をも保障することにあること，
とする考え方が既にここに述べられていたことは驚きであり，現在でも極め
て重要な意義を有している。
サシッカェ
「弁ｽﾉﾚ者イワク主義トシテハ教授ガ政治論ヲ為スモ敢ヘテ何等ノ差支
タ
アルニアラズ，止ダ其過激ニ渉リ内治外交二影響ｽﾉﾚ所少カラザルモノニ
至リテハ之力発表ヲ差押へザル可ラズト｣，「然しドモ･…･･何ヲ力過激ナル
ペカ
政治論ト云上，何ガ故二内治外交二影響ｽﾉﾚ言論ヲ慎マザル可ラザルカ，
政府ノ某施設ノ失当ナルヲ鳴ラシ明二之ヲ言フト否トー論ナク，其廃棄ノ
必要ヲ説ク程過激ナル政論アルコトナシ，之ヲ禁スト云ハバ政府反対ノ言
論ヲ禁スト云フト何等ノ差別カアル，而モ内治ニモ外交ニモ何等影響スル
所ナキ言論ヲ許スト云フニ至リテハ，一文半銭ノ価値ナキ愚論ノミ之ヲ為
スヲ許スト云フニ均シク，吾人ハ呆然トシテ適当ナル評言ヲ得ルー苦マサ
ルヲ得ザルナリ｣。
かくして，次の如き結論に至っている。
サタン
「……戸水教授ノ政論ノカロキモ各自其信ｽﾉﾚ所二従テ左担（味方するこ
と）スル者ハ左担シ反対スル者ハ反対シ，未ダカツテ同僚ノ意見タルノ故
ヒソカ
ヲ以テ之二賛成応援シ，若クハ窃二二私憤ヲ晴サンカ為二之ヲ論難攻撃シタ
ル者ハアラザルナリ，大学ノ意見ノ尊重スベキハ真理二合スルヲ第一ノ要
義トナスト錐モ，之卜同時二亦其不驫独立他ノ牽制ヲ受ケサルノ点二於テ
ツナ
深ク上下ノ信頼ヲ繋グ所トス，某ノ教授政府二反対スノレモ不当ト信ｽﾉﾚ他
イワン
ノ教授アル時ハ遠慮ナク之二反対スベシ，況ヤ政党其他ノ主張二二於テオ
ヤ｣，（中略）
「余輩ハ必ズシモ斯ル絶対的ノ自由ヲ必要トスル者ニアラザルモ，亦我
政府従来ノ処置ノ如久少シク魚心二政府反対ノ意見ヲ発表スルトキハ直
二官規ヲ云々シ権カヲ振舞ハシ，免官休職ノ類ヲ以テ之ヲ妨止セントスル
2８
ニハ極力反対セザルヲ得ズ，現政府ノ方針ヲ賛成シタル言論二依テ次ノ内
閣員ノ機嫌ヲ損シ，之ガ意ヲ迎ヘンカ為二所説ヲ_変シテ（,）更二其次
ノ政府ノ怒二触ルトセバ遂二何等ノ政論ヲモ為ス能ハザルニ至ラン｣。
「教授ノ言論ハ決シテ斯ノカロクナル可ラズ，腹蔵ナク所信ヲ発表シ政府
モ政党モ普通ノ人モ之ヲ参酌シテ（,）採ルベキハ採り，動クベキハ動キ，
止ムヘキハ止ムヲ学説ノ効用トス｣。
以上，明治3８（1905）年の時点で，一般には言論，表現の自由の意義を，
とりわけ大学教授の言論の自由の保障について述べているのであるが，実に
この視点は２１世紀初頭の現在のわが国でも通用するであろう。なお，岡田論
文は，「当局者タルモノ少シク反省シテ可ナリ,」と結び，最後には括弧書き
にして，明治38年９月13曰の脱稿の日付を付し「－気二呵成ス」と書き記し
（34）
ている。
（以上）
（１）前稿では大正９（1920）年の森戸事件を扱い，森戸辰男，大内兵衛両名の新
聞紙法違反事件に対してこれを批判する佐々木惣一の論文を引用して，教授の研
究及び研究結果発表の自由の立論を紹介した。その後，関連文献をいくつか読み
進める中でわが国初の大学である帝国大学（現東京大学）の創設期において学問
の自由なり大学の自治なりについてどのように理解されていたのか，が疑問とな
った。また大学の自治という制度による保障のある現在と較べて，制度的保障の
ない中での，大学の自治を求める大学人の苦闘がどのようなものであったのかに
ついて更に深く理解する必要を痛感するに至り，論述の順序を時代的に遡行させ
て，「帝国大学令下の大学」としてその後目を通した文献，資料を本稿で紹介，検
討することにした。些か，本来の論文の体裁からは隔たるものの，筆者の学力，
研究不足に免じて，読者のご寛容をお願いする。
（２）松尾尊禿，『滝川事件｣，岩波現代文庫，2005年１月刊。
（３）立花陸，『天皇と東大一大日本帝国の生と死一上，下｣，2005年12月10日刊，
文藝春秋。
（４）同上書，１３頁
（５）立花隆，「安倍晋三「改憲政権」への宣戦布告｣，現代，2006年10月号28頁。
（６）立花陸，同上論文37頁は，「歴史が教えるところは，そのような権威に従順な
（教育勅語に忠実な）人々が作った社会は，結局のところ，弱い社会にしかならず，
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２９
個の価値が尊ばれている社会と戦争したらあっさり負けてしまったということで
ある。（換行）真に強大な国家を作ろうと思ったら，やはり南原がいったように，
『自由な精神的独立人」の結合体がよいのである｡」と言い切っている。
（７）田中＝末川＝我妻＝大内＝宮沢，『大学の自治』，朝日新聞社，1963年，235頁。
（８）同上書，８頁。
（９）田中耕太郎，『教育と権威｣，勁草書房，1948年。世界思想社編集部編，『滝川
事件一記録と資料一』，世界思想社，2001年，813頁以下所収，814頁。
(10）田中耕太郎，同上書，814頁－５頁。なお，以下，漢文調の部分は，できる限
り読み易くするため，適宜，段落をつけ，旧字体を新字体に改め，和数字をロー
マ数字に改め，読み仮名を振り，句読点を追加し，あるいは語義を明らかにする
ため随時注を挿入する等，若干原文を改めざるを得なかったので，ここに予めお
断りする。
(11）前掲注７，９頁。
(12）前掲注７，２２頁。
(13）前掲注９，８１６頁。
(14）前掲注７，２２頁。
(15）前掲注９，８１６頁。
(16）前掲注７，２７頁。
(17）同上。
(18）同上，３０頁。
(19）同上。
(20）前掲注９，８１５－６頁。なお，引用文中の文官分限令第11条第１項第４号は次
の通りである。「第11条官吏左ノ各号ノーニ該当スルトキハ休職ヲ命スルコトヲ
得……四，官庁事務ノ都合ニ依り必要ナルトキ」である。戸水教授はその後明治
３９年（1906）年１月には復職が認められている。戸水事件についての詳細は，前
掲注２，４頁，352頁，前掲注７，１０－２２頁，前掲注３，上巻232-317頁参照。
(21）前掲注３，上巻286-287頁。
(22）前掲注３，上巻287-288頁。
(23）永原慶二監修，『岩波日本史辞典』，岩波書店，1999年，1099-1100頁。
(24）国家学会雑誌19巻10号（第224号)，１頁。なお，前掲書７，１９頁では，後の
森戸事件で新聞紙法違反として有罪とされた大内兵衛は「森戸事件のときこの論
文集を二度も三度も読んだ」という。それだけ重要な論文集といえよう。
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講談社，2001年，522頁。
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(31）山川雄已編注，『児島,准謙大津事件手記｣，関西大学出版部，2003年，３頁。
(32）同上書，12-13頁。
(33）前掲注24,17-21頁。
(34）本号では，国家学会雑誌19巻10号の掲載論文中，巻頭より順次３名の著者の
論文を紹介したのであるが，次号以下では更に，小野塚喜平次，高野岩三郎，姉
すすむ こう さぶろう
崎正治，中Ⅱ|孝太郎，河津暹，上杉Ｉ慎吉，志田岬太郎，山田三良，美濃部達吉他
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